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１．はじめに 

 

交通手段としての「自転車」は、環境負荷が小

さく、かつ自動車と同様に出発地・出発時刻を自

由に選択できる便利な交通手段である1)一方で、放

置駐輪の問題は無視せざるものとなっている。自転車の

放置駐輪は、歩行者の、特に身障者や体の不自由な人の

安全で円滑な歩行を阻害し、街の景観を悪化させ、時に

は緊急車両の通行を阻害する、都市における大きな社会

問題の一つとなっている。このような放置駐輪問題に対

してこれまで、放置自転車の撤去や罰金の強化、利用者

の意識啓発、また駐輪施設の整備による放置自転車の削

減対策が図られてきた。ここで放置駐輪問題を社会的ジ

レンマ問題として捉えたとき、これらの対策は、そのほ

とんどが構造的方略による問題解消の取り組みと言える。

その一方で、心理的方略による取り組みはポスター等に

よる不特定多数にアピールする手法が中心となっており、

その定量的効果も明らかにはされていない2)。 
そこで、本研究では、心理的方略を中心とした実務的

な社会的ジレンマ問題の解消の取り組みとして、主にコ

ミュニケーションによって交通問題の解消を図る「モビ

リティ･マネジメント（MM）」に関する実務的・学術

的な知見を援用し、コミュニケーションによる放置駐輪

削減が実務的に可能であるか否かを、フィールド調査を

通じて実証的に検証することとした。この目的のもと、

放置駐輪問題が顕在化している東京都目黒区の東急電鉄

東横線都立大学駅周辺において、既存のMMにおける知

見を基に「リーフレット」を作成、配布し、併せて、

「コミュニケータ」による説得的コミュニケーションを

行った。そして、それぞれの効果を「放置駐輪台数の変

化」と「駐輪場利用台数の変化」の観点から検証するこ

とを試みた。 
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２．取り組み概要 

 
本研究では、東急電鉄東横線・都立大学駅周辺を対象

に、放置駐輪削減のためのコミュニケーション施策を実

施した。以下に、本研究において対象とした都立大学駅

周辺地域の概況、本研究においてコミュニケーション・

ツールとして作成した「リーフレット」の内容とその配

布方法、また、「コミュニケータ」が行った説得的コミ

ュニケーションの内容について述べる。そして、それぞ

れの効果を測定するための調査手法について述べる。 
 

（１）対象地域の概況 

都立大学駅は東京都目黒区の西部に位置する。都立大

学駅周辺には緑道があり、その一部を自転車置場として

利用している。6 ヶ所あるこの自転車置場のうち、5 ヶ

所については、毎年、予定登録者数に達しており、残る

自転車置場についても高水準の利用率であり、利用状況

は良好である。また、都立大学駅周辺において、平成

19 年度 6 月に区営北口駐輪場が開設されたが、262 台

の収容可能台数に対して 2007 年 9 月の時点で 60 台程

度の登録に留まっている。さらに、2007 年 4 月に 300
台、同年 8 月に 200 台の収容が可能な民間駐輪場が開

設された。4 月に開設された駐輪場は、東急電鉄と東急

ストアの駐輪場であり、同一敷地内に、最初の 1 時間無

料でその後 1 時間ごとに 100 円課金される買い物客向

けの駐輪ラック（100 台）と、12 時間ごとに 100 円課

金される通勤通学などの長時間駐輪向けの駐輪ラック

（200 台）が設けられているものである。また、8 月に

開設された駐輪場（以後、4 月開設のものと区別するた

めに「東急（追加）駐輪場」と呼称する）では前述の長

時間駐輪向けの駐輪ラックのみが設置されている。4 月

開設の東急駐輪場の利用率は高水準であるが、8 月開設

の東急（追加）駐輪場は、若干、駅から離れた立地とな

っており、利用率は 2007 年 9 月の時点で 2 割程度に留

まっている。 
一方，平成18年度の東京都の調査3)によると、都立大

学駅には2,835台の自転車が乗り入れ、そのうち、1,015
台が放置されている。都立大学駅の放置駐輪台数は都内

で13番目に多く、目黒区内の鉄道駅の中では、自由が丘



に次いで2番目に多い。放置自転車の撤去活動の強化や

新規自転車置場の開設により近年では放置自転車が減少

傾向にあるものの、未だ多くの自転車が放置駐輪されて

いる。目黒区では駐輪場の新設や放置自転車の撤去に加

え「駅前放置自転車クリーンキャンペーン」、看板等に

よる自転車利用者の意識啓発を行っている。 
 

（２）リーフレットの概要 

上述の放置自転車を削減するためのコミュニケーショ

ン施策として図－１に示すリーフレットを作成した。リ

ーフレットは、A4サイズの厚手の紙に両面カラー印刷

を施し、二つに折りたたんでA5サイズとした。心理的

リアクタンス4)を招かないよう配慮し、リーフレットに

は、「放置駐輪は迷惑な行為である」「放置駐輪をやめ

よう」等、一面的なメッセージを掲載せずに、「駐輪場

の情報を提供する」という趣旨のメッセージのみを掲載

した。具体的には、表紙に「新しい駐輪場ができました。

ご存知ですか？」という文字情報を掲載することで、リ

ーフレットを開く行動を誘発することを目指した。そし

て、リーフレットを開いて初めて、駐輪場の位置を、料

金や利用条件に関する各種情報と共に記載したマップが

目に入るようなデザインとした。これらの情報が「開

く」ことによって初めて目に入るようにすることで、駐

輪場情報を認知処理する際の精緻化の程度の増進を図っ

た。これに加えて、リーフレットには、駐輪施設の利用

についての「行動プラン」策定を意図して、表－１に示

すような設問のアンケートを作成し、都立大学駅周辺の

駐輪施設を紹介した地図の横に配置した。ここで行動プ

ランとは、ある行動をとるとき、「いつ・どこで・どの

ように行うか」という具体的なプランであり、行動プラ

ンを立てることによって、行動変容の重要な要因の一つ

である実行意図を形成することが期待される5)。 
本研究では、上記のリーフレットを表－２に示す種々

の方法により、合計約1万部を配布した。 
 

（３）コミュニケータの概要 

本研究では、放置駐輪削減施策の一つとして、フェイ

ス･トゥ･フェイスによるコミュニケーションを実施した。

ここで、フェイス・トゥ・フェイスによるコミュニケー

ションを行う者を「コミュニケータ」と呼称することと

する。コミュニケータは、インターネットの求人サイト

において公募し、面接の後、目黒区在住の 20 代女性 1
名を選定し、加えて学生1名の2名体制とした。 
コミュニケータには、左胸に自転車のイラストと本取

り組みの実施主体である東京都、目黒区のロゴと名称が

入った緑色のジャンパーを着用してもらった。そして、

東京都の担当部署である東京都青少年・治安対策本部の

腕章を身に付け、コミュニケータが何者であるかが明示 

  

（二つ折りにした際に外側となる面） （二つ折りにした際内側となる面） 

図－ 1 配布したリーフレット 

 
表－１ リーフレット付属アンケートの質問項目 

問1 駅周辺の駐輪場をご存知ですか？ 

 
（北口駐輪場、東急ストア駐輪場、東急駐輪場、 

稲荷橋自転車置場より選択） 

問2
 

通勤・通学等で都立大に訪れることはありますか？ 

（「はい」「いいえ」から回答） 

 
（上記の設問に対して「はい」と答えたものに対し） 

どこの駐輪場が最も利用できそうですか？ 

 （問1同様） 

問3
 

買物等で都立大に訪れることはありますか？ 

（「はい」「いいえ」から回答） 

 （以下問2と同様） 

問4
 

駅周辺の「自転車の放置」についてご意見がございましたら、

ご自由にお書きください。（自由記述） 

 
表－２ リーフレット配布概要 

配布期間：2007 年 10 月 4 日から 11 月 30 日（57 日間） 

配布方法：以下の 9 方法により、合計 10,046 部を配布 

1) コミュニケータによる手渡し 

 
 コミュニケータにより、放置駐輪者へのコミュニケーショ
ン終了時に配布。 

2) 放置駐輪指導員による手渡し 

 
 目黒区が雇用する、放置駐輪防止の啓発活動を行う「放置
駐輪指導員」により、1)と同様に配布。 

3) その他の手渡し 

 
 本研究の取り組み期間中に行われた放置自転車削減のキャ
ンペーン時に、目黒区職員と区民によって放置駐輪防止のメ
ッセージを封入したポケットティッシュと共に配布。 

4) 回覧板による配布 
 地元町会の協力により、回覧板によって各戸に配布。 

5) 都立大学駅備え置き 

 

 都立大学駅改札付近に備え置き用のカゴを用意。カゴの前
面には「新しい駐輪場ができました。ご存知ですか？都立大
に新しい駐輪場が 4 ヶ所オープンしました。ご自由にお取り
ください」と掲示し、その中にリーフレットを備え置き。 

6) 駐輪場備え置き 
  北口駐輪場に上述のカゴを設置し、備え置き。 

7) 近隣商店備え置き 

 
 都立大学駅周辺散在する商店等、近隣住民が日常的に利用
する店舗協力を依頼し、上記のカゴを設置し、備え置き。 

8) 公共機関備え置き 

 
 都立大学駅周辺に所在する公共機関（図書館等）に上述の
カゴを設置、備え置き。 

9) ポスティング 

 
 自転車置場の登録者が多く居住する地域において、都立大学駅か
ら半径600m以上1,200m未満の世帯を対象に、各世帯の郵便ポスト
に1部ずつリーフレットを配布。 



されるようにした。 
次に、コミュニケータの活動内容について説明する。

コミュニケータには、放置駐輪をする者に対して駐輪場

への誘導を目的とした説得的コミュニケーションを行う

よう要請した。具体的なコミュニケーションの手順を以

下に示す。 
①まず放置駐輪をする者へあいさつ。 
②次にリーフレットを見せ、その地点から駐輪場まで

の経路、所要時間を説明し、 
③「もしよろしければ、是非、そちらをご利用くださ

い」と駐輪場への誘導を行う。 
④次に「よろしければお時間のあるときにでも目を通

してください」と言ってリーフレットを渡した上で、 
⑤「都立大の駐輪場、またよろしくお願いいたしま

す」と言ってコミュニケーションを終了する。 
なお、本取り組みは、あくまでも説得的コミュニケー

ションによる自発的な放置駐輪の削減を目指しており、

注意や勧告等は一切行ってはならない、という点を、コ

ミュニケータに対して強く事前に教示した。 
上記の活動を2007年10月1日から31日の平日21日間、

朝と午後に3時間、計1日6時間行った。 

 

（４）それぞれの取り組みによる効果の計測 

 本研究では、リーフレットおよび説得的コミュニケー

ションによる心理的方略の放置駐輪削減効果を検証する

ため、「放置駐輪台数」と「駐輪場利用台数」の変化を

計測した。 

a）放置駐輪台数の計測 

目黒区の定める都立大学駅周辺の自転車等放置禁止区

域内に放置されている自転車の台数を地点ごとに計測し

た。調査日時，調査時間については，以下の通りである。

なお、雨天や放置自転車の撤去日およびその翌日は計測

結果に含まれていない。 
調査日時：2007年4月18日から12月20日の木曜日 

および10月の火曜日と木曜日 
調査時間：8:00～9:00と16:30～18:00 

b）駐輪場利用台数の計測 

 （１）にて紹介した民間駐輪場については、その利用

台数を計測した。また、区営の駐輪場および自転車置場

については、目黒区よりデータの提供を受け、2006年度

と2007年度（2007年度開設の駐輪場については開設後）

の月ごとの利用状況を比較した。 

 
３．結果 
 
 本章では、リーフレットの配布およびコミュニケータ

が行った説得的コミュニケーションによる放置自転車削

減の効果について検証するため「放置駐輪台数」と「駐

輪場利用台数」の変化を計測した結果について述べる。

なお、放置駐輪台数と民間駐輪場における利用台数につ

いては、表－３に示すように，調査期間を、駐輪場整備

のタイミングに基づいていくつかの期間に分割し、各期

間内の平均台数を用いて本取り組みの効果を検証した。 

 

（１）放置駐輪台数の変化 

 図－２に朝夕における各期間の平均放置駐輪台数の変

化を示す。図－２より、駐輪場の整備とコミュニケーシ

ョン施策の双方によって、朝における通勤・通学目的の

放置駐輪が約26％、夕方における買物目的の放置駐輪が

約20％減少した。このうち、総減少量における心理的方

略実施後の減少量の占める割合が朝において約5 割、夕

方においては約6 割であった。 
次にコミュニケータによる放置駐輪削減効果を述べる。

まず、コミュニケータの誘導結果を述べる。取り組み期

間中に785名の放置駐輪者に説得的コミュニケーション

を行い、その内の45%にあたる353名が移動した結果と

なった。このコミュニケータによる駐輪場への誘導の効

果と、コミュニケータが存在すること自体による放置駐

輪抑制の効果を合わせた放置駐輪削減効果を計測するた

めに、心理的方略実施期間中におけるコミュニケータの

地点ごとののべ活動回数を集計し、これによって分けた

区域ごとの放置駐輪台数を計測した。表－４にその結果

を示す。表－４より、まず朝について着目すると、それ

ぞれの区域における放置駐輪台数は、事前から期間1に
かけて減少し、ほぼ横ばいの推移をした後、心理的方略

の実施期間中および実施後に、のべ回数が11～20回の

区域を除いて減少が見られる。特にのべ回数が31回以上

の区域においては約80台の減少が見られる。これは事前

の水準と比較して約53％に相当するものである。のべ活

動回数5～10回の区域についても減少が見られるが、 
 

表－３ 調査期間 概要 

期間名 期間 日数
調査
回数定義（「駐輪場」は省略） 

事前 4/18 1 1 東急供用前 

東急供用開始から 
期間 1 4/19～5/24 35 2 

北口供用開始まで 

北口供用開始から 
期間 2 6/1～7/5 35 3 

東急（追加）供用開始まで
東急（追加）供用開始から期間 3 8/2～9/27 56 2 
心理的方略実施まで

期間中 10/2～10/30 28 7 心理的方略の実施期間 

実施後 11/8～12/20 42 6 心理的方略実施後 
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図－２ 放置駐輪台数の変化 
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これはコミュニケータとは別に配置されていた目黒区が

雇用している放置駐輪指導員による効果であると思われ

る。放置駐輪指導員の正確な効果の計測は出来なかった

ものの、コミュニケーションによる放置駐輪削減の可能

性を示唆する結果と言える。 
次に夕方について着目すると、のべ回数が5～10 回の

区域については期間 3 まで放置駐輪台数の減少が見られ

るが、その他の区域については駐輪場の供用による目立

った減少は見られない。そして心理的方略によってコミ

ュニケータののべ活動回数が 31 回以上の区域において

113 台の減少が見られた。これは心理的方略実施前の水

準の約43％に相当するものであった。 
以上の結果より、少なくとも今回のような駐輪場が存

在する場所でのコミュニケーション施策は、駐輪場整備

のみを行う対策と同等、あるいはそれ以上の効果を持つ

可能性があるといえよう。また、フェイス・トゥ・フェ

イスによる説得的コミュニケーションは、ある一定の水

準以上行うと、駐輪場整備のみを行う対策以上の効果を

有する可能性が示唆された。しかし、コミュニケータの

活動頻度が低い区域においては放置駐輪が増加する可能

性も示唆され、今後、この点に関してはさらなる検討が

必要であるといえよう。 
 
（２）駐輪場利用台数の変化 
 まず一時利用可能な駐輪場について述べる。表－５に

東急・東急ストア・東急（追加）駐輪場における期間ご

との利用台数を示す。表－５より、東急駐輪場について

は、朝の通勤通学目的の利用台数が約2倍、買い物目的

による夕方の利用台数が約1.8倍となった。また増加

量のうち、朝においては71％、夕方においては85 
 

表－４ コミュニケータのべ活動回数ごとの 
放置駐輪台数の変化 

5～10 回 11～20 回 21～31 回 31 回以上のべ 

回数 朝 夕 朝 夕 朝 夕 朝 夕

事前 186 447 135 112 27 31 207 272
期間 1 142 390 108 117 23 18 168 256
期間 2 159 340 113 143 30 25 155 269
期間 3 165 277 102 140 27 24 153 261
期間中 156 301 119 129 28 17 155 210
実施後 138 265 125 144 12 4 73 148

 
表－５ 一時利用専用駐輪場利用台数の変化 

東急ストア 東急 東急（追加）
期間名 

朝 夕方 朝 夕方 朝 夕方

期間 1 1 15 73 113   
期間 2 2 24 107 145   
期間 3 4 28 108 126 8 34 
期間中 7 30 147 181 25 76 
実施後 6 33 145 198 26 105

 
表－６ 北口駐輪場登録申請状況 

  5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月

継続  17 19 42 41 34 44 43
新規 47 23 4 6 7 6 3 1 

％が心理的方略の実施後に現れていることが分か

る。これより、心理的方略による駐輪場への誘導は、駐

輪場を整備するのみの対策に比べ、駐輪場の利用率を向

上させる可能性があると考えられる。 
また、東急（追加）駐輪場においては、開設後2ヶ月

に心理的方略を実施したため、心理的方略による効果が

明確には判別できないものの、その存在が認識され始め

る期間と心理的方略の実施期間が重なったことにより、

利用率が向上した可能性が考えられる。 
 次に北口駐輪場について述べる。表－６に北口駐輪場

の登録申請状況を示す。表－６より、心理的方略を実施

した10月とその前後において新規登録申請数の変化は見

られなかった。また、10月においては継続登録申請数に

若干の減少が見られており、心理的方略による効果は確

認できなかった。 
 
４．おわりに 

 
本研究では、放置駐輪が問題となっている東京

都目黒区都立大学駅周辺において、駐輪場の情報

等を記載したリーフレットを作成・配布し、併せ

て、コミュニケータによる説得的コミュニケーシ

ョンを行った。そして、その効果を放置駐輪台数

と駐輪場利用台数の推移から計測した。その結果、

駐輪場の整備とともにリーフレットの配布、説得的コミ

ュニケーションを実施することにより、放置駐輪台数が

朝において約26％、夕方において約20％減少しているこ

とが確認された。また、減少量とコミュニケータののべ

活動回数に着目することにより、心理的方略は駐輪場整

備のみを行う対策と同等、あるいはそれ以上の効果を持

つ可能性が示唆された。 
今後は定期利用専用の駐輪施設に対する心理的

方略や、自転車と共に問題となっている自動二輪

車の路上駐車への適用など、さらなる検討の余地

があるといえよう。 
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